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１．はじめに

　高速実験炉「常陽」や核燃料物質使用施設を有
する大洗工学センターでは，地域住民に対する施
設の影響を監視するために周辺監視区域境界にモ
ニタリングポストを設置し，空間γ線量率を連続

的に測定している。
　大洗工学センターは隣接する日本原子力研究所
大洗研究所（原研）と周辺監視区域を共有してい
るため，サイクル機構所有の６基と原研所有の８
基の観測データを相互に共有することにより図１
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Countermeasure against Electromagnetic Wave Noise at Ionization Chamber for Monitoring Posts
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　空間γ線量率の監視を行うために，大洗工学センターの周辺監視区域境界にモニタリングポストを設置してい

る。このモニタリングポストの電離箱検出器で不定期に原因不明の指示値の上昇が観測された。電離箱検出器の

設置場所の状況から電磁波によるノイズの可能性が示唆されたため，現地での電界強度測定並びに電波暗室でイ

ミュニティ試験等を行った。その結果，特定の周波数帯の非電離電磁波により電離箱検出器の指示値が上昇する

ことが確認された。また，対策としてフェライトコア，シールドチューブの装着が有効であることがわかり，現

地の電離箱検出器にフェライトコアを装着した結果，電離箱検出器の指示値の上昇を抑えることができた。

　To observe the airborne gamma radiation dose rate, monitoring posts are set up at the border of a supervised area of 
JNC‐OEC. Measurement values of some ionization chambers set at monitoring posts were increased by signals of un-
known origin occuring at random times. To probe the cause, measurement of electric field intensity at the ionization 
chamber and immunity test at anechoic chamber were carried out. Result of examination made clear that measurement 
values are increased by a specific frequency band electromagnetic wave. There were also clear indications that ferrite 
cores and shield tube are effective in eliminating electromagnetic wave noise. When attaching ferrite cores to cables of 
ionization chambers, unknown increase of measurement values can be stopped.
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のようにモニタリングポスト１４基で空間γ線量率
の監視を行っている。
　今回，３基のモニタリングポストの電離箱検出
器で原因不明の指示値上昇が観測されたため，原
因を調査し対策を講じたので報告する。

２．電離箱検出器の指示値上昇

　モニタリングポストでは，NaI（Tl）シンチレー
ション検出器と電離箱検出器の２種類の検出器で
空間γ線量率の測定を行っている。それぞれの検
出器の主な仕様を表１に示す。通常時の空間γ線
量率レベルでは，感度の良いNaI（Tl）シンチレー
ション検出器で測定し，空間γ線量率が３０μGy/h
以上で電離箱検出器での測定値に自動的に切り替
わるシステムになっている。線量率は１分ごとに
測定・記録される。
　現在のモニタリングポストの検出器はすべて
２００１年３月に更新されたものである。検出器を更
新した頃から，モニタリングポスト１２，１３，１４
（以下P‐12，P‐13，P‐14という）の電離箱検出器
で空間γ線量率の上昇がそれぞれ１回／日程度観
測されるようになった。一例として，６時間に計
６回，空間γ線量率が上昇したときのトレンドグ
ラフを図２に示す。空間γ線量率の上昇はこれま
でに最大で１３６μGy/hを観測している。しかし，
指示値の上昇は１分以内で，同時に測定を行って

いるNaI（Tl）シンチレーション検出器では線量率
の上昇が見られなかった。このことから，実際に
空間γ線量率が上昇している可能性は低いと考え
られた。
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図１　大洗地区モニタリングポスト配置図と外観写真

NaI（Tl）シンチレーション検出器（２”φ×２”）検出器（温度保障型）

50keV～3MeVのγ線測 定 範 囲

10nGy/h～30μGy/h測 定 範 囲

８％以下（137Cs662keV）分 解 能

アルミニウム製，断熱防水構造検出器カバー

＋500～＋1,400V印 加 電 圧

５～４５℃温 度 条 件

８０％以下湿 度 条 件

約１．５kg質 量

表１　検出器の性能

（a）NaIシンチレーション検出器

球形加圧型電離箱検 出 器

約14L容 積

Ar，N2約８気圧内 部 ガ ス

100nGy/h～100μGy/h測 定 範 囲

80keV～3MeVエネルギー範囲

アルミニウム製検出器カバー

＋1,800V印 加 電 圧

０～４５℃温 度 条 件

８０％以下湿 度 条 件

約３kg質 量

（b）電離箱検出器
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３．原因調査

３．１　検出器自体の不具合の有無

　６基の電離箱検出器はすべて同じ型式であった
が，指示値の上昇が観測されたのは３基であった。
このため，電離箱検出器そのものに異常がないか
を調査した。個々の電離箱検出器の性能検査では，
異常は認められなかった。また，指示値上昇が発
生するP‐14と指示値の上昇が発生しないモニタ
リングポスト１５（P‐15）の電離箱検出器を交換し
て観測を行った。その結果，P‐14では引き続き指
示値の上昇が発生し，P‐15では指示値の上昇は観
測されなかった。これらから，検出器そのものに
は異常がないことを確認した。

３．２　電源のノイズ

　電離箱検出器の指示値は上昇するがNaI（Tl）シ
ンチレーション検出器では指示値の上昇が観測さ
れない同様のケースが，落雷時に発生する。この
現象は大洗工学センター以外のモニタリングポス
トでも一般的に観測されており，落雷により電源
系統の電圧が変動することが一因である。落雷時
と同様の現象が電源系統で発生していないか調査
を行った。指示値上昇が発生するモニタリングポ
ストの電源に電圧変動を記録する装置を取り付け
て観測した。観測期間中に電離箱検出器の指示値

の上昇が発生したが，その原因となりうる電圧変
動は観測されなかった。また，指示値の上昇が発
生したモニタリングポストはP‐12，13とP‐14で
別々の電源系統から給電されており関連性がない
ことから，電源系統からのノイズが原因ではない
と判断した。

３．３　モニタリングポストの設置場所と指示値上

昇の発生状況

　次に電離箱検出器の設置場所に着目した。指示
値上昇が発生するP‐12，13，14の３基は図３で示
すとおり，国道５１号沿いに約２００mおきに設置され
ている。２００１年３月の更新直後９５日間の指示値上
昇発生回数は２４９回で，発生状況はそれぞれのモニ
タリングポストで１．１，０．５，１．０回／日であった。こ
のうち指示値の上昇が２基以上の電離箱検出器で
同一時刻もしくは連続する２分間に観測されるこ
とがあり，その回数は１３０回で総発生数の５２％で
あった。連続する２分間で観測される場合，指示
値上昇の発生順が確認できるが，先に指示値が上
昇するのはより南側の電離箱検出器であった。指
示値の上昇の順序と間隔は，モニタリングポスト
側の車線（国道５１号線下り方向）を走行する車両
がモニタリングポストを通過していく順序と通過
に要する時間にほぼ一致する。国道５１号は茨城県
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図２　　電離箱検出器の線量率トレンドグラフ
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内では太平洋に沿って県南から県央に至る幹線道
路で，車両特にトラックが日中１時間に１５０～２００
台程度通行するなど交通量が多いのが特徴であ
る。これらの事項から，国道を通過する車両が何
らかの影響を及ぼしている可能性があると考えら
れた。

３．４　業務用無線を使用した簡易試験

　車両からの影響として無線電波によるノイズの
可能性を考えた。そこで所有の業務用無線（周波
数約160MHz，出力5W）を使用して以下の簡易的
な試験を試みた。
（１）モニタリングポスト外部からの無線電波の照射
　モニタリングポスト屋上で，電離箱検出器を保
護する検出器カバーの継ぎ目に無線アンテナを近
づけて，無線の電波を発生させた。
（２）モニタリングポスト内部からの電波の照射
　モニタリングポスト内部から，電離箱検出器の
底部，信号・電源ケーブル付近に無線アンテナを
近づけて，無線電波を発生させた。さらに電離箱
検出器のICモジュールの出力をオシロスコープ
で，V/F変換器の出力をカウンターに接続して指
示値を観測した。
　結果は，上記（１），（２）の両方で電離箱検出器の

指示値が上昇した。NaI（Tl）シンチレーション検
出器でも同様の試験を実施したが，指示値は変化
しなかった。（２）のオシロスコープによる観測で
は，使用した無線電波の周波数と同じ周波数の信
号が観測された。また，カウンターによる観測で
は，無線の通話ボタンを入れたままの状態の時よ
りも，入り切りのタイミング（スイッチング時）
でカウントが増加し，より電波の影響を受けてい
る様子が観測された。

４．電波試験

４．１　ノイズの種類について1）

　車両等からの無線電波によるノイズで電離箱検
出器の指示値が上昇している可能性が大であると
して，より詳しく調査を行うことにした。まず，
モニタリングポストが実際にどのような周波数・
電界強度の電磁波に曝されているのか，現地の電
波状況調査を行った。また，一般的にノイズの原
因として，電源系統からのノイズ，測定器そのも
のがノイズ源となっている場合及び外部からの電
波に影響を受ける場合が考えられる。そこで電波
暗室で，測定系の電源雑音測定，測定器そのもの
から放射される妨害電磁界強度測定及びイミュニ
ティ試験を行った。

４．２　現地の無線電波状況調査

　P‐14の電離箱検出器近傍に受信用アンテナを
設置し電界強度測定を行った。受信アンテナで垂
直波を受信し，周波数スペクトルアナライザーに
て受信電波の周波数と測定期間中の最大電界強度
を観測し解析を行った。観測対象周波数帯は
30MHz～1GHzで，観測期間は３日，延べ２２時間
で，３０分～１時間ごとに記録した（写真１参照）。
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図３　モニタリングポストと国道の位置関係

写真１　電波状況調査（左：受信アンテナの設置，右：
周波数スペクトロメータ）
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４．３　電波暗室での試験

　電波暗室では外部からの電磁波の影響を阻止で
きるため，暗室内で電磁波を発生させその周波数
での影響を直接測定することができる。今回，東
芝EMCセンターの電波暗室にて以下の試験を実
施した。
（１）測定系の電源雑音測定
　電源系統の健全性を確認するために，測定環境
での電源電圧の波形をオシロスコープで観測した。
（２）妨害電磁界強度測定
　電離箱検出器と計測機器から空中に輻射される
電波を観測した。電離箱構成機器を通電状態で電
波暗室に設置し，１０m離れた測定用アンテナで
３０MHz～１GHzまでの電波強度を測定した2）。
（３）イミュニティ試験
　イミュニティ試験とは電子機器が電磁波に影響
を受けずに正常に動作するかを試験するものであ
る。本試験は，送信アンテナから３mの距離に検
出器を設置し，電磁波を電界強度3V/m，周波数
を80MHz～1GHzに変化させながら照射し，線量
率の指示値が上昇するかどうかを調べた３）。試験
条件はIEC（国際電気標準会議）６１０００‐４‐３の住商
業環境試験レベルに準じた。試験では実際にモニ
タリングポストで使用している装置と同型式の検
出器及び計測機器を使用し，電磁波を検出器，信
号・電源ケーブルに照射した。試験用計測機器と
してV/F変換器の出力をオシロスコープと周波数
スペクトルアナライザーに，デジタルレートメー
タ（DRM）の出力を電圧計に接続した。DRM出
力電圧の上昇が線量率の指示値の上昇を意味す
る。試験用計測機器の電源・信号ラインに電波が
影響を及ぼさないようにシールドチューブで覆っ
た。構成図を図４に示す。検出器の位置は高圧電
源側を正面と仮に定め，正面と９０°回転させた位
置（横とする）で実施した。照射電磁波の垂直波
と水平波，検出器の位置（正面・横）の組合せで，
４パターンの条件で照射した。
　同時にノイズ対策も検討した。対策１として
フェライトコアを信号ケーブルと電源ケーブルの
各２箇所計４箇所に装着した。対策２として対策
１のフェライトコアに加えて信号ケーブルと電源
ケーブルをシールドチューブで包んで保護した。
検出器カバー内のケーブルにはシールドテープを
巻きつけた。フェライトコアは高周波成分を損失
させるノイズフィルタで，シールドチューブと

シールドテープは金属メッシュでケーブルを包み
電磁波から保護するもので，いずれも一般的なノ
イズ対策用品である。

５．結果

５．１　現地電波状況調査

　観測期間中，電離箱検出器の指示値が上昇した
のは１回で，通常値の約３００倍の値を記録した。そ
の期間を含む１時間の電磁波周波数スペクトルを
図５に示す。いくつかの電磁波周波数帯でイミュ
ニティ試験で照射した電磁波と同程度の数V/m
の電界強度が観測された。50～200MHzにかけて
比較的強度の強い電磁波が数箇所観測されてい
る。200MHz以上では146MHzの整数倍の周波数で
主に観測されており，146MHzの高調波であると
考えられる。144～146MHzはアマチュア無線バン
ドであり，電波法では高調波は基本周波数よりも
十分に低い強度でなければならないが，今回観測
された高調波は基本周波数よりも強度の強い電磁
波が観測されていることから調整が十分に行われ
ていない無線機が使用されている可能性がある。
このような電磁波は１時間に５回程度観測され
た。どの周波数帯の電磁波が指示値上昇の原因で
あるか調査を試みたが，記録されている周波数及
びその強度が１時間の最大値でしかなく，また指
示値が上昇していない時間帯の周波数スペクトル
も同様の傾向を示しているために，特定できな
かった。
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図４　イミュニティ試験構成図
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５．２　電波暗室での試験結果

（１）測定系の電源雑音測定結果
　オシロスコープで電源雑音を観測したが，特に
電離箱検出器の指示値上昇の原因は確認されな
かった。
（２）妨害電磁界強度測定結果
　妨害電波の強度はいずれもVCCI（情報処理装置
等電波障害自主規制協議会）の測定距離１０mでの
クラスＡ情報処理装置の妨害電波強度の許容値を
下回っており，電離箱検出器の指示値上昇の原因
として特定できなかった。
（３）イミュニティ試験結果
　DRM出力電圧の観測結果の一例を図６に示す。
図６は検出器の方向が正面，垂直波の場合である
が，80～100MHz，120～160MHz付近で電圧が上
昇することが分かる。このように特定の周波数の

電磁波により電離箱検出器の指示値が上昇するこ
とが確認できた。また，この時のV/F変換器出力
のオシロスコープでの観測では指示値上昇を示す
矩形波が多数観測され，周波数スペクトルも照射
周波数にピークが現れた。
　その他のDRM出力電圧の観測結果を図７にま
とめて示す。対策なしの場合，200MHz以下の周
波数で広範囲にわたって電圧が上昇していること
が分かる。特に検出器方向が横で垂直波の場合，
80～170MHzのほとんどの周波数で影響を受けて
おり，この条件が最も電磁波の影響を受けやすい
ものと考えられる。次にフェライトコアを装着し
た場合，何も対策を行っていない時に比べてより
多くの周波数帯で指示値の上昇が発生した。しか
し，対策なしの場合に影響が顕著に見られた
200MHz以下の周波数帯，特に80MHz付近での指
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図６　イミュニティ試験結果（DRM出力電圧）

図５　電波状況調査の結果（周波数と電界強度）



３１

サイクル機構技報　No.２５　２００４．１２

示値上昇は少なくなっている。最後にフェライト
コアに加えシールドチューブを装着した場合，垂
直波の一部の周波数帯を除いて，ほぼすべての条
件で指示値の上昇が見られなくなった。

６．ノイズ対策

　これまでの試験結果を踏まえて，モニタリング
ポストの電離箱検出器にノイズ対策を施した。ま
ず，イミュニティ試験時と同様に信号・電源ケー
ブルにフェライトコアを装着した（写真２参照）。
このとき，業務用無線機で電波を発生させ，対策
の効果を確かめながら取り付けたが，その際，フェ
ライトコアを検出器カバー内でプリアンプの直前

の電源ケーブルに取り付けた場合が，最も効果的
であった。フェライトコアを装着した結果，指示
値の上昇はほとんど観測されなくなった。
　また，イミュニティ試験時は実施しなかった
シールドチューブのみ装着した場合について現地
の電離箱検出器で試みたが，通常の測定環境で指
示値上昇が発生した。
　現在１箇所のモニタリングポストの電離箱検出
器にフェライトコアとシールドチューブを組合せ
て装着し，発生状況を観測中である。

７．考察

　電離箱検出器の指示値上昇が発生するように
なってから，アースや振動などさまざまな観点か
ら原因を調査してきた。その結果，発生状況とそ
のタイミング及び発生場所から，国道を走行する
車両からの移動無線が何らかの影響を及ぼしてい
ることが推測できた。そして，現地での電波状況
調査，電波暗室での試験から，無線電波が電離箱
検出器の指示値上昇に関係することが確認できた。
　ノイズのメカニズムの解明は非常に困難である
が，試験結果から以下のような仮説を立てている。
信号・電源ケーブルへのフェライトコアとシール
ドチューブの組合せでの装着と，プリアンプ直前
のフェライトコアの装着が効果的であったことか
ら，信号・電源ケーブルがアンテナの役割をして，
プリアンプにノイズが共鳴して信号系統にノイズ
が生じる。また現地でシールドチューブのみを装
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図７　ノイズ対策の効果（イミュニティ試験結果）

写真２　フェライトコアの装着（左：モニタリング
ポスト局舎内の信号・電源ケーブル，右上：
検出器容器内，右下：フェライトコア）
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着した場合で，指示値上昇が発生したことから，
電磁波の進入はケーブルのみでなく，コネクタ部
分も有力であり，特に垂直波の影響が大きいもの
と考えられる。
　ただし，電波暗室で行った試験では，ケーブル
長などすべての条件が実際のモニタリングポスト
の電離箱検出器の条件を再現できるわけではない
ので，特定周波数での耐性などは目安程度である。
また，イミュニティ試験では，フェライトコア及
びシールドチューブによる対策後の方が，ノイズ
発生が顕著な周波数帯もあった。原因としては，
フェライトコアではすべての周波数の影響を除去
できないこと，フェライトコアまたはシールド
チューブを装着することにより，共鳴する周波数
が変化することが考えられる。したがって実際の
対策では，現地の電離箱検出器へのフェライトコ
アの取り付けの際に業務用無線機を使用して，指
示値上昇の発生頻度の変化を観測しながら行い，
その後の通常の測定環境における指示値上昇がほ
ぼなくなったことを確認している。
　また，今回指示値上昇が発生した電離箱検出器
は非常に厳しい電波環境に設置されているために
頻繁に指示値の上昇が発生したものと考えられ，
他社製品の電磁波耐性に関しては同一環境で比較
しなければ判断できない。原研のモニタリングポ
ストも国道沿いに設置されているが，今回指示値
の上昇が発生したモニタリングポストと比べて国
道から離れた位置に設置されている。電界強度は

距離に反比例するため，発生状況については比較
できない。サイクル機構所有で同様に国道沿いに
設置されたモニタリングポスト１１（P‐11）で指示
値上昇が発生しない理由は不明である。ただし，
３．４の簡易試験で業務用無線を近づけた場合に指
示値が上昇したこと，P‐12～P‐14と同じ型式の電
離箱検出器を使用していることなどから，通過す
る車両の移動速度等の要因により電波環境に違い
があるのではないかと推定する。今回の試験では
P‐11での電界強度測定を行っていないため，これ
らの違いについては考察できなかった。

８．おわりに

　今回行った検査方法及び対策は，モニタリング
ポストの電離箱検出器に加え同様の事象が発生す
る可能性のある施設放射線管理用モニタなどにつ
いても利用が可能である。無線電波の使用は屋内
外ともに増加する方向にあるといえ，測定器等を
購入する場合は電磁波によるノイズ対策の観点も
取り入れ，ノイズ耐性を高めるような対策を考慮
した設計が必要であると考える。
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